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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第108期

第３四半期
連結累計期間

第109期
第３四半期
連結累計期間

第108期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 (千円) 14,329,729 15,373,364 20,180,208

経常利益 (千円) 2,351,666 3,217,777 3,634,476

四半期（当期）純利益 (千円) 1,570,922 2,178,764 2,314,581

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,946,537 2,552,937 2,661,972

純資産額 (千円) 28,837,619 31,868,024 29,552,187

総資産額 (千円) 36,209,042 40,123,838 37,249,547

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 67.69 93.89 99.73

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 79.6 79.4 79.3
 

 

回次
第108期

第３四半期
連結会計期間

第109期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 23.96 36.25
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、平成27年1月1日付で、理研計器株式会社を存続会社、理研サービス株式会社、理研計器西日本サービス株式

会社、理研計器関西サービス株式会社を消滅会社とする吸収合併を行っております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う個人消費の低迷が長引いているもの

の、政府・日銀の財政金融政策の効果により、企業収益や雇用情勢の改善が見られるなど、緩やかな回復基調と

なっております。

当社グループの属する産業防災保安機器業界におきましても、主要顧客の設備投資に対する若干の持ち直しもあ

る一方、企業間競争が激しく、厳しい市場環境下で推移しました。　

このような情勢のなかで、当社グループは、生産の合理化による原価低減、徹底した経費の削減、積極的な営業

活動の展開、新製品開発への積極的投資、品質管理体制及びサービス体制の充実に取り組んで参りました。また、

販売機種構成の変化や円安効果による採算改善により、当第３四半期連結累計期間は、前年同四半期比で増収増益

となりました。

これらの諸施策の結果、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は153億７千３百万円（前年同四半期比7.3％

増）、連結営業利益は27億６千９百万円（前年同四半期比40.2％増）、連結経常利益は32億１千７百万円（前年同

四半期比36.8％増）、連結四半期純利益は21億７千８百万円（前年同四半期比38.7％増）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末と比較して28億７千４百万円増加し、401

億２千３百万円（前連結会計年度末比7.7％増）となりました。流動資産につきましては、前連結会計年度末と比較

して９億３千８百万円増加し、224億３千１百万円となりました。これは主に、たな卸資産が４億９千４百万円増加

したこと、受取手形及び売掛金が２億４千４百万円増加したこと及び電子記録債権が２億２千３百万円増加したこ

と等によるものであります。固定資産につきましては、前連結会計年度末と比較して19億３千６百万円増加し、176

億９千１百万円となりました。これは主に、理研計器開発センター新築等により、建設仮勘定が14億３千５百万円

増加したこと、退職給付に係る資産が５億６千４百万円増加したこと及び投資有価証券が６億４千２百万円増加し

た一方、投資その他の資産に含まれる定期預金が５億円減少したこと等によるものであります。

　当第３四半期連結会計期間末の負債につきましては、前連結会計年度末と比較して５億５千８百万円増加し、82

億５千５百万円（前連結会計年度末比7.3％増）となりました。流動負債につきましては、前連結会計年度末と比較

して５億３千５百万円増加し、58億８千７百万円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金が４億８千６百

万円増加したこと及び短期借入金が２億６千２百万円増加した一方、未払法人税等が４億５百万円減少したこと等

によるものであります。固定負債につきましては、前連結会計年度末と比較して２千２百万円増加し、23億６千７

百万円となりました。これは主に、固定負債その他に含まれる長期繰延税金負債が４億７百万円増加した一方、長

期借入金が２億７千６百万円減少したこと及び固定負債その他に含まれる長期リース債務が１億１千４百万円減少

したこと等によるものであります。

　当第３四半期連結会計期間末の純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して23億１千５百万円増加し、

318億６千８百万円（前連結会計年度末比7.8％増）となりました。これは主に、退職給付会計基準等の適用により

期首の利益剰余金が１億９千４百万円増加したこと及び連結四半期純利益21億７千８百万円を計上した一方、剰余

金の配当支払いが４億３千万円あった結果、利益剰余金が19億４千３百万円増加したこと及びその他有価証券評価

差額金が３億３千万円増加したこと等によるものであります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

 

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念や当社企業価値の様々な源泉、当

社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保、向

上させる者でなければならないと考えております。

一方、当社の株主は、一般に市場での自由な取引を通じて決まるものであるとともに、会社の方針の決定を支

配する者も株主の皆様のご意思に基づき決定されるべきものと考えており、また、当社の支配権の移転を伴う大

規模な買付行為や買付提案がなされた場合にこれに応じるか否かの判断も、最終的には株主の皆様全体のご意思

に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、その目的等から見て対象会社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある大規模な買付等を行う者は、例外的に

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切と考えております。

 

② 会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取り組み

当社では、当社の企業価値ひいては株主共同利益の向上のために、次のような取り組みを実施しております。

(ⅰ)中長期的な企業価値・株主共同利益向上への取り組み

当社は、“人々が安心して働ける環境づくり”を経営理念として掲げ、各種爆発事故防止をはじめとし、排

気ガス規制、ＣＯ２測定など環境保全ニーズにも幅広く対応したガスセンサー技術のパイオニアとして社会に貢

献するとともに、「安全」を供給する企業としての責務を果たすべく、機器の販売のみならず、販売後の保

守・点検及びガスを検知するセンサーの交換など定期的なメンテナンスにも積極的に取り組んでまいりまし

た。その結果、現在、当社の主力製品である産業用ガス検知警報機器は、半導体・液晶、石油化学、建設、電

力・ガス、鉄鋼、造船等の幅広い業種にてご利用いただいております。

また当社では、経営方針として、

ａ．技術の開発と経営の合理性から適正な利益を追求し、持続的な発展を目指す

ｂ．お客様には、高品質の製品と充実したサービスを提供し、安全な環境づくりに貢献する

ｃ．株主には、長期的視点に立った企業価値の向上をもって報いる

ｄ．取引先には、安定した取引を目指し共存共栄を図る

ｅ．従業員には、生活の安定と労働環境の向上をもって報いる

を掲げ、国内のトップメーカーから世界のトップメーカーへの飛躍を目標として日々邁進しております。

　この目標を達成するため、(ア)競争力(価格・技術・品質)の強化、(イ)販売サービス体制の充実という２つ

の観点から次の具体的施策を推進しております。

まず、(ア)競争力強化の具体策としては、自社独自の技術による新製品の開発により「多機能化・小型

化」、「操作性・メンテナンス性の向上」、「高信頼性」を実現する製品差別化戦略を推進しており、これに

より、価格・技術・品質面での競争力のさらなる強化を目指しております。

次に、(イ)販売サービス体制の充実については、全国各地に営業所及びサービス会社を配置し、運用面での

技術指導から保守・点検に至るまでの万全なサービスネットの構築を推進しており、ユーザーニーズをすばや

くキャッチアップする体制のさらなる強化を目指しております。
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（ⅱ）コーポレート・ガバナンスの強化による企業価値・株主共同利益向上への取り組み

当社では、適切な企業集団の形成を図るため、次のとおりコーポレート・ガバナンス体制をとっておりま

す。

ａ．当社の取締役会は、６名の取締役からなり、迅速かつ適切な意思決定を行うため、定期的に取締役会を開

催する他、全取締役、執行役員及び各部門長で構成する経営企画会議を毎週開催し、経営・研究開発・生

産・販売・品質管理・情報管理を中心とした業務全般に亘る意思決定と業務執行の迅速な対応を図ってお

ります。

ｂ．執行役員制度を導入し、経営組織の効率化と責任の明確化を図っております。

ｃ．当社の監査役会は監査役４名で構成されており、内３名は社外監査役であります。監査役は取締役会、経

営企画会議その他重要な会議への出席及び重要文書の閲覧等厳正な監査を実施して、取締役の意思決定の

過程及び取締役の職務執行状況についても常に監視する体制となっております。

以上当社では、多数の投資家の皆様に長期的に当社への投資を継続していただくため、企業価値ひいては株

主共同の利益を向上させることに役員・社員一丸となって取り組んでおり、これらの取り組みは、会社の支配

に関する基本方針の実現に資するものと考えております。

 

③ 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止する取り組みの概要

当社は会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止する取り組みとして「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」（以下「本プラン」といいま

す。）を導入しております。

その概要は以下のとおりです。

（ⅰ）本プラン導入の目的

本プランは、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定

が支配されることを防止するための取り組みとして導入するものです。

（ⅱ）本プランの対象となる当社株式の買付

本プランの対象となる大規模買付とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする

当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付

行為をいい、かかる買付行為を行う者を大規模買付者といいます。

（ⅲ）特別委員会の設置

本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性・合

理性を担保するため、特別委員会規程に基づき、特別委員会を設置いたします。特別委員会の委員は３名以上

とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行から独立している社外監査役または社外有識者

のいずれかに該当する者の中から選任します。

（ⅳ）大規模買付ルールの概要

ａ．大規模買付者による当社に対する意向表明書・必要情報の提出

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、大規模買付行為または大規模買付行為の提案に

先立ち、大規模買付ルールに従う旨の誓約を含む大規模買付の内容等を記載した意向表明書を、当社の定め

る書式により当社取締役会に提出していただき、当社取締役会は、意向表明書を受領した日から10営業日以

内に、大規模買付者に対して、大規模買付行為に関する情報（以下「必要情報」といいます。）として当社

取締役会への提出を求める事項について記載した書面（以下「必要情報リスト」といいます。）を交付し、

大規模買付者には、必要情報リストに従い、必要情報を当社取締役会に書面にて提出していただきます。

ｂ．当社取締役会による必要情報の評価・検討等

当社取締役会は、大規模買付者が当社取締役会に対し必要情報の提出を完了した後、対価を現金（円貨）

のみとする公開買付による当社全株式の買付の場合は最長60日間またはその他の大規模買付行為の場合は最

長90日間を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間として設定し、提供

された必要情報を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ公表いたします。
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ｃ．取締役会の決議及び株主総会の開催

当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重し、対抗措置の必要性、相当性等を十分検討したうえで

対抗措置発動または不発動等に関する会社法上の機関としての決議を行うものとします。また、当社取締役

会は、特別委員会が対抗措置の発動について勧告を行い、発動の決議について株主総会の開催を要請する場

合には、当社株主総会を開催する場合があります。

（ⅴ）大規模買付行為がなされた場合の対応

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対で

あったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の皆様

を説得するに留め、原則として対抗措置はとりません。

ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や、遵守されている場合であっても当該大規模買付行為が会社

に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと当社取締役会が

判断した場合には、例外的に、特別委員会の勧告を最大限尊重し、対抗措置の必要性、相当性を十分検討した

上で、また、必要に応じて株主総会を開催し、株主の皆様の承認を得た上で、対抗措置の発動を決定すること

ができるものとします。

（ⅵ）本プランの有効期限等

本プランの有効期限は、平成27年６月に開催予定の当社第109回定時株主総会終結の時までとなっておりま

す。

なお、本プランの詳細につきましては、当社ホームページにその開示資料（平成24年4月27日付「当社株式の

大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続について」)を掲載しておりますのでご参照ください

（http://www.rikenkeiki.co.jp/）。　

 

④ 本プランの合理性について(本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて)

当社では、本プランの設計に際して、以下の諸点を考慮することにより、本プランが会社の支配に関する基本

方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目

的とするものとはならないと考えております。

（ｉ）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を充足しています。また、経済産業省に設置された企

業価値研究会が平成20年６月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の

内容も踏まえたものになっております。

（ⅱ）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株式に対する大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを

株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、または株

主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を確保し、向上させるという目的をもって導入したものです。

（ⅲ）株主意思を反映するものであること

本プランは、当社定時株主総会において株主の皆様のご承認をもって発効することとしており、その導入・

継続について株主の皆様のご意向が反映されております。また、本プランの有効期間中であっても、当社株主

総会において本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、株主

の皆様のご意向が反映されます。
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（ⅳ）独立性の高い社外者の判断の重視

本プランにおける対抗措置の発動は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される特別

委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に資するよう、本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されております。

（ⅴ）デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止することが

可能です。従いまして、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても

なお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社は取締役の任期を２年としておりますが、当該任期につきましては期差任期制を採用していない

ため、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻

止するのに時間を要する買収防衛策）でもございません。

なお、当社では取締役解任決議要件につきましても、特別決議を要件とするような決議要件の加重をしてお

りません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は10億５千２百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 94,000,000

計 94,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月10日)

上場金融商品取引所名
または登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,661,000 23,661,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数100株

計 23,661,000 23,661,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

― 23,661,000 ― 2,565,500 ― 2,545,508
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  　406,200 ― 単元株式数100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 23,241,800 232,418 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式     13,000 ― ―

発行済株式総数 23,661,000 ― ―

総株主の議決権 ― 232,418 ―
 

(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、100株含まれております。

     また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成26年12月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

理研計器株式会社
東京都板橋区小豆沢
二丁目７番６号

406,200 ― 406,200 1.72

計 ― 406,200 ― 406,200 1.72
 

 

２ 【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、平成27年２月10日（四半期報告書提出日）までにおける役員の異動は、次

のとおりであります。

（１）新任役員

　　　該当事項はありません。

（２）役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役常務執行役員
エンジニアリング本部長兼
エンジニアリング部長

取締役常務執行役員
営業本部長

　　　 松村　晃司 平成27年１月１日

取締役執行役員
営業本部長兼営業技術部長

取締役執行役員
営業本部副本部長兼
営業技術部長

　　　 石地　徹 平成27年１月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

理研計器株式会社(E02285)

四半期報告書

10/19



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,809,597 7,965,903

  受取手形及び売掛金 7,676,525 7,921,194

  電子記録債権 606,289 829,905

  有価証券 1,850,125 1,750,644

  商品及び製品 1,105,011 1,433,626

  仕掛品 1,019,709 1,107,306

  原材料及び貯蔵品 501,533 579,761

  その他 929,944 850,361

  貸倒引当金 △4,907 △6,837

  流動資産合計 21,493,829 22,431,866

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,751,826 1,652,258

   機械装置及び運搬具（純額） 92,496 98,721

   土地 4,553,583 4,435,525

   建設仮勘定 2,782,566 4,217,674

   その他（純額） 773,975 787,273

   有形固定資産合計 9,954,449 11,191,452

  無形固定資産 433,221 365,385

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,255,301 3,897,808

   退職給付に係る資産 427,877 992,562

   その他 1,695,461 1,248,890

   貸倒引当金 △10,592 △4,128

   投資その他の資産合計 5,368,047 6,135,133

  固定資産合計 15,755,718 17,691,971

 資産合計 37,249,547 40,123,838
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,808,524 2,295,161

  短期借入金 980,000 1,242,500

  未払法人税等 668,109 262,370

  賞与引当金 603,396 454,881

  製品保証引当金 134,392 134,392

  受注損失引当金 6,423 2,119

  その他 1,151,394 1,496,495

  流動負債合計 5,352,241 5,887,921

 固定負債   

  社債 400,000 400,000

  長期借入金 880,580 604,400

  退職給付に係る負債 85,066 91,159

  その他 979,471 1,272,332

  固定負債合計 2,345,117 2,367,892

 負債合計 7,697,359 8,255,813

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,565,500 2,565,500

  資本剰余金 2,826,219 2,826,219

  利益剰余金 23,422,921 25,366,210

  自己株式 △263,360 △264,985

  株主資本合計 28,551,280 30,492,944

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 804,887 1,134,896

  為替換算調整勘定 196,019 240,183

  その他の包括利益累計額合計 1,000,907 1,375,079

 純資産合計 29,552,187 31,868,024

負債純資産合計 37,249,547 40,123,838
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 14,329,729 15,373,364

売上原価 7,661,889 7,928,012

売上総利益 6,667,839 7,445,351

販売費及び一般管理費 4,692,063 4,675,822

営業利益 1,975,776 2,769,529

営業外収益   

 受取利息 9,864 8,892

 受取配当金 47,392 52,496

 為替差益 149,568 200,664

 持分法による投資利益 137,668 159,075

 受取保険金及び配当金 42,157 35,524

 雑収入 30,796 24,449

 営業外収益合計 417,449 481,102

営業外費用   

 支払利息 34,002 30,349

 雑損失 7,557 2,504

 営業外費用合計 41,559 32,854

経常利益 2,351,666 3,217,777

特別利益   

 固定資産売却益 1,342 17,798

 補助金収入 3,301 1,200

 特別利益合計 4,643 18,998

特別損失   

 固定資産売却損 526 23,713

 減損損失 － 48,982

 固定資産圧縮損 3,206 1,200

 特別損失合計 3,733 73,896

税金等調整前四半期純利益 2,352,575 3,162,879

法人税、住民税及び事業税 645,529 757,309

法人税等調整額 136,123 226,805

法人税等合計 781,652 984,115

少数株主損益調整前四半期純利益 1,570,922 2,178,764

四半期純利益 1,570,922 2,178,764
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,570,922 2,178,764

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 196,821 330,034

 為替換算調整勘定 101,649 21,125

 持分法適用会社に対する持分相当額 77,144 23,012

 その他の包括利益合計 375,615 374,172

四半期包括利益 1,946,537 2,552,937

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,946,537 2,552,937

 少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

 (会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員

の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率

を使用する方法へと変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が302,579千円減少し、利益剰余金が194,739

千円増加しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響は軽微であります。
 

　

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

 (会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

従来、当社は有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、定率法を採用しておりましたが、第

１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

当社は、研究及び製品開発技術の基盤の強化と開発製品の品質の安定及び経済的生産の確立を行うための生産技

術力の強化を目的として、埼玉県春日部市に理研計器開発センターを建設し、稼働を開始いたしました。理研計器

開発センターの稼働を契機として、設備の使用状況と生産高の推移に照らして最適な償却方法を検討した結果、今

後は長期にわたる安定的な生産が見込まれることから、定額法の減価償却計算に変更することが、設備の使用実態

をより適切に反映するものと判断いたしました。

この変更により、従来の方法と比較して、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益はそれぞれ131,458千円増加しております。
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 573,517千円 444,516千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

配当に関する事項

配当金支払額

 

(決議)
株式の種類

配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 197,672 8.5 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

平成25年11月12日
取締役会

普通株式 197,669 8.5 平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金
 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

配当に関する事項

配当金支払額

 

(決議)
株式の種類

配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 220,922 9.5 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年11月11日
取締役会

普通株式 209,292 9.0 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金
 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

当社グループの事業は、各種産業用測定機器の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、

記載を省略しております。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

当社グループの事業は、各種産業用測定機器の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、

記載を省略しております。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 67円69銭 93円89銭

 (算定上の基礎)   

  四半期純利益金額(千円) 1,570,922 2,178,764

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,570,922 2,178,764

  普通株式の期中平均株式数(千株) 23,208 23,205
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

平成26年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ） 中間配当による配当金の総額………………………209,292千円

（ロ） １株当たりの金額……………………………………９円

（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成26年12月８日

（注） 平成26年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成２７年２月１０日
 

理 研 計 器 株 式 会

社　　　　　

　取　締　役　会　 御中
 

 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   矢   野   浩   一   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   美　久　羅   和　美   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている理研計器株

式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２６年１

０月１日から平成２６年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年１２月

３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括

利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、理研計器株式会社及び連結子会社の平成２６年１２月３１日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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